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１．導入経緯、概要 

２．令和７年度における総合評価方式の実施 

 

工事件名 予定価格(税込) 目的・概要

海水淡水化センター
高圧ROポンプ設備外
更新工事

8,327,686,400円

設備の老朽化対策のため、高圧
ROポンプ等を更新するもの。

　高圧RO
※
ポンプ、エネルギー

　回収装置、付属機器等の更新
　１式（５系統）※RO…逆浸透

多々良混合施設
監視制御設備
更新工事

858,744,700円

設備の老朽化対策のため、監視
制御装置等を更新するもの。

　監視制御装置、コントローラ、
　計装盤等の更新　１式

令和 8年 3月から

令和10年9月まで

令和 8年 3月から

令和13年3月まで

夫婦石系片縄地区
送水管布設工事

1,573,266,200円

管路の耐震化を図るため、送水
管を新設するもの。

　口径 1100㎜、延長625ｍ
シールド工・開削工　１式

海水淡水化センター
監視制御設備
更新工事

1,570,747,200円

設備の老朽化対策のため、監視
制御装置等を更新するもの。

　監視制御装置、コントローラ、
　計装盤等の更新　１式

令和 8年 3月から

令和10年3月まで

令和 8年 3月から

令和10年9月まで

工事期間

（２）スケジュール

 （参考）総合評価方式（技術提案型）の実施状況について 

○公  告：令和７年１１月６日 

○契約締結：令和８年３月（予定）

○議会報告：令和８年８月（予定）

（１）対象工事（いずれも技術提案型）

○総合評価方式とは、価格に加えて品質を含めた総合的な評価により落札者を決定 
する入札方法で、工事の品質確保や企業の技術力向上に有効とされており、「公共 
工事の品質確保の促進に関する法律」の施行（平成１７年４月）を機に、全国的に 
導入が進められている。

○当企業団においては、平成３０年度より本方式を試行導入し、一定規模以上の公共 
工事の中から選定した工事に関して、施工上の工夫等の技術提案を求めていた（標準
型）が、その一方で、標準的な施工方法を上回る提案は、全て同じ加算点としている
ことから、結果として企業の施工能力・経験と入札価格で落札者が決定することが 
多かった。

○これまでの試行結果を踏まえ、より技術力を評価して落札者を決定する必要性が 
高まっていたことから、令和６年度に先行事例調査、関連業界へのヒアリング等、 
制度見直しに向けた検討を進め、令和６年１１月の当委員会においてその結果や 
見直しの方向性について、令和７年第１回議会において具体的な改定案について、 
それぞれ報告の上、令和７年４月より新たに技術提案型の試行運用を開始した。

○今回、総合評価方式（技術提案型）の試行運用初年度となる令和７年度の実施状況に
ついて報告するもの。
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２ 「長期財政収支見通し 2027（仮称）」の策定及び「水道ビジョン 2018」の 

一部改訂について 

（１）概要

当企業団では、「水道ビジョン」、「長期財政収支見通し」及び「財政収支計画」を経営戦略

と位置づけ、これに基づき、毎年度の予算や運営方針を策定し、事業を推進している。 

図-1  経営戦略の体系 

現第 14 次財政収支計画の期間満了に伴い、令和８年度末までに第 15 次財政収支計画を策

定する必要があるが、当企業団を取り巻く環境は近年大きく変化している。 

このため、第 15 次財政収支計画の策定と合わせて、長期財政収支見通し 2027（仮称）の

策定及び水道ビジョン 2018 の一部改訂を行うもの。 

図-2  経営戦略の計画期間 

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R19

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2037

14 15

2018 9 3

13

2027

2023
R5 R19

2018
R1 R19
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（２）水道ビジョンの振り返り

テーマ毎に施策目標を掲げ、着実に取組を推進し、水道用水の安定供給に努めている。

基本理念：福岡都市圏の安心で快適な住民生活と持続的な発展を支える水道 

テーマ・区分 施策目標 

持続 

運営基盤 

施設 

施設の健全性の確保、安全性・経済性の向上 

環境負荷軽減対策の推進 

経営 

健全な財政基盤の維持及びさらなる経営の効率化 

将来の投資に備えた効率的な資金確保 

人的資源 
安定した運営の確保のための技術力の維持・向上 

及び企業団経営に精通した職員の確保 

水源・安定供給 利水安全度を考慮した安定供給の継続 

信頼・連携 

水源地域や水道利用者等との信頼関係の醸成 

企業団と構成団体とが課題を共有し、連携して解決 

安全 水源・水質の保全 

環境変化等に適切に対応できる浄水処理・水質管理体制の充実 

水源水質の保全活動の推進 

強靭 災害時・緊急時対策 

災害時にも対応できる強靭な施設の構築 

非常時にも事業を継続できる組織と計画づくり 

写真-1 脱水ケーキ 写真-2 筑後川 3企業団 合同視察
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取組状況 長期財政収支見通し 2023 主要事業 

職員や委託業者の保守点検等により、施設を適切に維持管理しつつ、

修繕による延命化を図り、施設を効率的・効果的に維持 
① 海淡淡水化施設の設備更新

② 牛頸浄水場の改良・更新

牛頸浄水場の浄水処理過程で発生した汚泥（脱水ケーキ）を、土壌改

良材やセメント原料としてリサイクルし有効活用〈写真-1〉 

４年ごとに「財政収支計画」を策定し、計画に基づき経営管理を実施 

設備を適切に点検・修理し、延命化によるライフサイクルコストの削

減を図り、更新計画を見直すことで、資金需要を平準化 

職員研究発表会の実施や外部研修会への積極的な参加により、企業団

の安定運営に必要な技術・知識を向上〈写真-2〉 

３ダムを１つの貯水池とする運用を試行することにより、関係者間で

水を有効活用し、水源を確保 

福岡都市圏の水道水の約３分の１が筑後川の恵みに支えられている

ことに感謝し、流域の方々と様々な交流事業を実施〈写真-3〉 

牛頸浄水場および福岡市水道局の乙金浄水場において緊急時対応や

技術交流に関する協定を締結し、相互連携体制を構築 

残留塩素濃度の低下事象等に対応するため、脱水機や塩素注入設備、

水質監視装置の増設等を行い、水質の安全性を確保 ③ 水質管理機能の強化

水源かん養林の保全活動や河川美化活動への参加など、水源地域の自

治体や関係機関と連携し、水源水質を保全〈写真-4〉 

管路整備計画に基づき、送水管路の耐震化・二重化等を進めるととも

に、福岡導水施設の老朽化対策及び耐震化を推進 
④ 管路の耐震化

⑤ 福岡導水施設地震対策事業

災害マニュアル及び事業継続計画の更新や合同訓練による災害対応

力の向上 

写真-3 筑後川の恵みフェスティバル 写真-4 朝倉市での植林
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（３）長期財政収支見通しの振り返り

１）主要事業

長期財政収支見通し等において主要事業と位置づけ、施設の改良・更新、耐震化事業を

推進している。 

① 海淡淡水化施設の設備更新（事業期間：令和４年度～令和 18 年度）

供用開始後約 20 年が経過したため、更新時期を迎えた機器の更新を行うもの

✔ 工事スケジュールを見直したことにより、第 14 次財政収支計画期間の決算額は

減少したものの、全体の事業期間に影響はない

✔ UF 膜による前処理の省略など、更なるコスト縮減と効率化を図っている

✔ 物価上昇の影響等により、今後事業費が増額となる可能性がある

② 牛頸浄水場の改良・更新

更新時期を迎えた機器の更新を行うもの

✔ 更新対象設備について、機器の修繕による延命化を行い、事業費は計画よりも減少

✔ 事業は概ね計画どおり進捗

③ 水質管理機能の強化（事業期間：令和５年度～令和９年度）

残留塩素濃度低下事象や送水管路の二重化等による送水環境の変化に対応するため、

水質監視装置や脱水機の増設を行うもの

✔ 工事内容の見直しに伴い、事業費は計画よりも減少

✔ 事業完了も前倒し（令和９年度→令和７年度）

R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

財政収支計画 196 1,526 2,623 2,832 

決算（R8 年度は予算） 72 548 690 1,204 

差額 △4,663

R5 年度 R6 年度 R7 年度  R8 年度 

財政収支計画 749 1,113 1,058 677 

決算（R8 年度は予算） 975 477 698 1,075 

差額 △372

R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

財政収支計画 14 835 158 321 

決算（R8 年度は予算） 43 772 410 0 

差額 △103

写真-5 高圧 RO 膜設備の更新（海淡施設） 

写真-6  電気設備の更新工事（牛頸浄水場） 

写真-7  水質監視装置の増設（牛頸浄水場） 
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④ 管路の耐震化

管路整備計画に基づき、老朽化した管路の更新、大規模地震に備えた耐震化及び危機対応

のための機能強化を行うもの

事業 事業期間 事業内容 整備延長 

第Ⅰ期 平成 27 年度～令和９年度 幹線管路の耐震化（二重化等） 32.2 ㎞ 

第Ⅱ期 令和 10 年度～ 支線管路の更新・耐震化等 131.4 ㎞ 

✔地元調整や現場条件の変化に伴う施工方法の見直しにより、事業に遅れが生じているほ

か、物価上昇等の影響により事業費が増大傾向にあるため、事業期間及び事業費の見

直しが必要

✔令和５年度からの３年間で、耐震管 8.0km を整備し、耐震適合率は 50.3％へ上昇

※耐震適合率とは、基幹管路のうち、耐震適合性のある管の占める割合をいう

また、耐震適合性のある管とは、耐震管（地震の際でも接合部が離脱しない構造となっている管）及び耐震管ではな

いが管路が布設された地盤によっては耐震性があると評価できる管をいう

⑤ 福岡導水施設地震対策事業（事業期間：平成 30 年度～令和 17 年度）

約 25km の導水施設のうち、トンネル区間の約 10km について、地震及び老朽化対策を行う

もの（水資源機構が事業を実施し、当企業団は費用の一部を負担）

✔物価高騰等の影響により、総事業費が増額（290 億円→520 億円）

✔現場条件の変化に伴う施工方法の見直し等により、事業期間も延期

R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

財政収支計画 2,864 3,379 3,764 4,281 

決算（R8 年度は予算） 2,116 3,318 3,925 3,235 

差額 △1,694

R5 年度 R6 年度 R7 年度 R8 年度 

財政収支計画 1,539 1,885 2,018 2,059 

決算（R8 年度は予算） 1,523 1,708 1,267 1,923 

差額 △1,080

写真-8  2 号トンネルの複線化（福岡導水） 

図-1  幹線管路の二重化（第Ⅰ期）
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２）財政状況

収益的収支について、収入は横ばいながら、費用は物価上昇等の影響により増加傾向にあり、

中長期的には厳しい経営状況となることが見込まれる。 

① 収益的収支の収入（税抜き）の推移

②収益的収支の費用（税抜き）の推移

図-2 収益（収益的収支）の計画と実績

図-3 費用（収益的収支）の計画と実績
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③単年度損益（税抜き）の推移

④年度末資金残高の推移

⑤企業債残高の推移

図-4 単年度損益の計画と実績 

図-5 年度末資金残高の計画と実績

図-6 企業債残高の計画と実績

※令和 4 年度の利益は、過年度損益

修正分の利益 902 百万円を含まない
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（４）企業団を取り巻く環境

現水道ビジョンや長期財政収支見通しを策定以降、企業団を取り巻く環境は大きく変化し

ている。 

①施設の老朽化・耐震化対策

近年、全国的に地震や老朽化による送水管の破損被害が発生している。 

写真-9  能登半島地震による 

送水管損傷（輪島市） 

写真-10 老朽化による管の破損に 

伴う漏水（京都市） 

⇒水道施設の耐震化及び老朽化対策に対する社会的要請の高まり

 また、当企業団においては、法定耐用年数（40 年）を超過した管路が年々増加してお

り、ＡＩによる管路の劣化評価によれば、令和７年度末時点では劣化が著しく即時対応が

必要な管路はないものの、約 20 年後以降には対応を必要とする管路が現れる。 

図-7 企業団布設管路の年度別整備延 

法定耐用年数を超過

- 32 -



② 物価上昇等による影響

近年、資材価格や労務単価等の上昇が続いている。

図-8  建設資材価格の推移 
出典：建設物価調査会 

図-9   公共工事設計労務単価 
全国全職種平均値の推移 

出典：国土交通省

⇒事業に係る経費は増加傾向

③デジタル技術の進展

当企業団では、業務効率化による人

的資源の有効活用や業務改善を図るた

め、デジタル技術の活用を推進してい

る。 

・地下埋設物調査ＷＥＢ申請

・ドローンによる水道施設の点検

・遠隔漏水監視システム

・水質情報共有システム など

従来の点検   現在の点検 

（足場が必要） （足場が不要） 

写真-11  水管橋の点検状況 

ＡＩ等の先端技術は著しく発展しており膨大なデータの蓄積や高度な分析が可能にな

る等、活用の可能性が拡大している。 

⇒急速に発展しているデジタル技術への対応

③ 脱炭素社会に向けた取り組み

地球温暖化の進行による自然災害の

頻発化・激甚化など、気候変動問題が

深刻化し、世界中で温室効果ガスの排

出削減に向けた取組みが進められてい

る。 

当企業団においても令和５年度に

「地球温暖化対策実行計画」を策定

し、様々な取組を推進している。 

2 つの水の塩分濃度差を利用して発電 

図-10  浸透圧発電の原理 

⇒脱炭素社会の実現に向けた取組みの強化

日本初 
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⑤水質基準の見直し

有機フッ素化合物（ＰＦＡＳ）に含まれるＰＦＯＳ及びＰＦＯＡは、自然界では殆ど分解され

ず、健康影響への懸念があり、令和８年度に水質基準へ格上げされた。

図-11  水道水質基準の体系 

⇒水質基準の変化に応じた水質管理体制の強化

（５）見直しの方向性

①水道ビジョン

・３つのテーマ目標（持続・安全・強靭）を実現するために着実に事業を推進し、水道

用水の安定供給に努めている。

・デジタル技術の進展や脱炭素に向けた取組みの強化など、環境の変化に伴い、新たな

取組みを実施している。

⇒【方向性】持続可能な水道システムの構築に向けて、現ビジョンの基本理念及

び施策体系を維持しつつ、環境の変化を踏まえ、見直しを行う 

②長期財政収支見通し

・今後収入は横ばいながら、費用は物価上昇等の影響により増加傾向にあり、中長期的

に厳しい経営状況が見込まれる。

・水道施設の耐震化及び老朽化対策に対する社会的要望は高く、水道用水の安定供給を

継続するために必要な事業を継続的に推進していく必要がある。

⇒【方向性】中長期的な経営の安定化に向けて、経営改善の視点を踏まえ、次期

長期財政収支見通しを策定していく 
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（６）福岡地区水道企業団 経営戦略に関する懇話会（有識者会議）の設置と主な意見

経営戦略の見直しにあたり、令和８年５月１日に「福岡地区水道企業団 経営戦略に関す

る懇話会（以降、懇話会）」を設置するとともに、第１回懇話会を開催し、下記のとおり有

識者に意見を伺った。 

① 設置の目的

経営戦略の見直しを進めていくにあたり、幅広い意見を聴取するために設置

② 委員構成

学識経験者（水道・経済）２名、専門家（公認会計士）１名、国土交通省１名、

構成団体（福岡市・太宰府市）２名  計６名

③ 第１回懇話会の概要

・開催日時：６月 23 日（火）

・議事内容：現水道ビジョン及び長期財政収支見通しにおける振り返りと新計画の

方向性について 

④ 第１回懇話会における有識者の主な意見

・能登半島地震など災害が激甚化する中、経営面もさることながら、施設の老朽化・耐

震化対策は最優先で力強く推進して欲しい。

・GIS や 3 次元データなど、デジタル技術の活用については、業務の効率化に繋がるた

め積極的な活用を検討願いたい。

（７）今後の進め方

引き続き、懇話会を通じて有識者に専門的な視点からご意見を伺うとともに、適宜議会

へ報告、意見を伺いながら、令和８年度中に経営戦略の見直しを行う。 

図-12  経営戦略 見直しに関するスケジュール
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３ 渇水対応のふりかえり 

(１) 水源の状況

・筑後川流域では令和７年９月以降、少雨傾向が続き、特に 10 月～２月の降雨量は平

年比の 46％にとどまっていた。

・11月４日以降、企業団関連ダム※1からの放流が続いた結果、２月 25日時点の貯水率

は小石原川ダムが供用開始された令和３年 10月以降で最も低い 9.9％を記録した。

・２月末以降の降雨により徐々に回復し、６月末からのまとまった降雨により、７月 13 

日には 87.8％に回復した。 

表１ 筑後川流域（瀬の下上流域平均）の降雨状況（７月 13日現在）  （mm） 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

平年値※2 152.9 174.4 412.8 444.3 232.5 201.0 98.0 86.6 65.4 66.1 87.8 134.7 2,156.5 
R5 年度 187.1 310.3 436.4 735.3 182.3 53.3 30.6 43.8 46.3 46.1 156.6 213.4 2,441.5 
R6 年度 212.0 223.2 376.7 362.3 304.5 151.6 129.2 168.2 14.6 18.1 48.6 154.0 2,163.0 
R7 年度 75.2 266.6 412.0 66.7 409.6 123.5 59.3 14.5 31.3 8.7 76.1 127.2 1,670.7 
R8 年度 216.1 94.2 648.9 353.9 
平年比※3 141.3% 54.0% 157.2% 60.5% 16.7% 47.9% 13.2% 86.7% 94.4% 

 

 

 

  

 

 

 

R7 年度 10～2 月 降雨量：189.9mm 平年比 46% 

図１ 企業団関連ダムの貯水量及び貯水率（７月 13日現在） 

※1：江川ダム・寺内ダム・小石原川ダム・筑後大堰・合所ダム・大山ダム

※2：平年値は 1991 年(H3 年)～2020 年(R2 年)の 30 年間を月別に平均した値

※3：平年比は４月から６月が R8 年度、10 月から３月が R7 年度のもの

(千㎥) 
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(２)渇水対応の経緯 

日付 

企業団及び各団体の対応 

国・県・水資源機構等 
（筑後川水系渇水調整連絡会） 

福岡地区水道企業団 

 

構成団体 
送水制限※4 

海淡生産水量 

山口調整池※5の活用 

11/4 企業団関連ダムからの放流開始 少雨傾向対策会議の開催    

11/10  海淡生産水量増量  海淡１⇒２万㎥/日  

11/20 三ダム関係利水者会議での節水要請     

11/21  海淡生産水量増量  海淡２⇒３万㎥/日  

12/2  
異常少雨対策本部の設置 

福岡県への渇水調整の要請 
   

12/11 

九地整渇水対策本部の設置 

第１次渇水調整の合意 

筑後川３企業団の統合運用 など 

    

1/15 

第２次渇水調整の合意 

全利水者統合運用 

取水制限開始(15%) 

山口調整池の活用 など 

渇水対策本部の設置   
減圧給水 

順次開始 

1/16  
送水制限開始 

山口調整池の活用 
約 4.7％ 

130 万㎥を上限に 

山口調整池を活用 

構成団体間 

の水融通 

1/26 節水ＰＲ街頭キャンペーン 

1/28 

第３次渇水調整の合意 

取水制限強化(15→30%) 

更なる山口調整池の活用 など 

    

1/29  
送水制限強化 

山口調整池からの補填開始 
約 17.6％ 

山口調整池から 

４市町に順次補填 
 

2/13 

第４次渇水調整の合意 

小石原川ダム渇水対策容量の活用

取水制限強化(30→55%) 

山口調整池の活用継続 など 

    

2/14  
送水制限強化 

山口調整池からの補填増量 
約 29.5％ 

山口調整池から 

13 市町に補填 

減圧給水 

拡大 

（14 市町） 

3/13  
海淡機器の整備前倒し完了 

海淡生産水量増量 
 

 

海淡３⇒４万㎥ 
 

4/11  送水制限の一時的な緩和開始   

4/24  送水制限の一時的な解除   

5/28 節水ＰＲ街頭キャンペーン 

6/5 

第５次渇水調整の合意 

筑後川流域農業関係者への 

自主節水を要請 など 

    

7/13 

第６次渇水調整の合意 

渇水調整の解除 

九地整渇水対策本部の解散 

渇水対策本部の解散 全面解除  
減圧給水 

順次解除 

 

 

 

 

 

 

 

※4：送水制限率は、「（全構成団体の協定水量－全構成団体への送水可能水量）／全構成団体の協定水量」にて算出。 

（多々良川・那珂川・海水淡水化センターの水を加えるため筑後川の取水制限率と企業団の送水制限率は一致しない） 

※5：山口調整池は、福岡導水による導水の安定供給を図る目的で筑紫野市に整備した施設で、 

筑後川からの導水の一部を貯留し、取水制限等又は施設のトラブルが発生した場合に補給するもの。 
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(３)渇水対策本部の解散について 

 国は令和７年 12 月 11 日に九州地方整備局渇水対策本部を設置して以降、取水制限

や筑後川水系ダムの効率的な運用など、様々な渇水調整を行ってきた。 

 こうした中、６月末からの降雨により、主要利水６施設貯留水が 80％を超えたこと

を踏まえ、「各関係利水者における当面の水利用において支障ないと判断される」とし

て渇水調整を解除し、７月 13日付けで九州地方整備局渇水対策本部を解散した。 

 このような状況をふまえて、当企業団も同日に渇水対策本部を解散した。 

 今後も国等の動向に注視しながら、都市圏で連携・協力して取り組むことで、安全で

良質な水道用水の安定的な供給に努める。 
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【参考】現在の筑後川の水源状況について 
 

(１) 水源の状況 

７月 13 日には企業団関連ダム※１の貯水率が 87.8％まで回復し、渇水調整が解除さ

れたが、その後は降雨が少なく、水需要が多い時期でもあることから貯水率が急速に減

少し、８月 28 日時点の貯水率は約 40.3％と、令和７年よりも低い状況となっている。 

 

表１ 筑後川流域（瀬の下上流域平均）の降雨状況（８月 28 日現在）          （mm） 

 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 合計 

平年値※2 152.9 174.4 412.8 444.3 232.5 201.0 98.0 86.6 65.4 66.1 87.8 134.7 2,156.5 

R5 年度 187.1 310.3 436.4 735.3 182.3 53.3 30.6 43.8 46.3 46.1 156.6 213.4 2,441.5 

R6 年度 212.0 223.2 376.7 362.3 304.5 151.6 129.2 168.2 14.6 18.1 48.6 154.0 2,163.0 

R7 年度 75.2 266.6 412.0 66.7 409.6 123.5 59.3 14.5 31.3 8.7 76.1 127.2 1,670.7 

R8 年度 216.1 94.2 648.9 360.8 34.3         

平年比 141.3% 54.0% 157.2% 81.2% 14.8%         

 

 

 

 

   

  

 

 

  

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 企業団関連ダムの貯水量及び貯水率（８月 28 日現在） 

※1：江川ダム・寺内ダム・小石原川ダム・筑後大堰・合所ダム・大山ダム 

※2：平年値は 1991 年(H3 年)～2020 年(R2 年)の 30 年間を月別に平均した値 

 



（２）これまでの対応について

このような状況をふまえ、８月 10 日に異常少雨対策本部を設置し、今後の対応等

について検討を行っている。 

また、８月 20 日の国等による第１次渇水調整に基づき、構成団体へ自己水源の活

用や節水啓発活動を要請するとともに、ダム貯留水を温存するため、海水淡水化施

設の生産水量を日量２万ｍ３から３万ｍ３に増量した。 

表２ 対応経緯 

日 付 対 応 内 容 

８月２日(日) ・企業団関連ダムから放流を開始

８月３日(月) ・福岡地区水道企業団が少雨傾向対策会議を開催

８月６日(木) 
・(独)水資源機構が

三ダム（江川・寺内・小石原川ダム）関係利水者等会議を開催

８月 10 日(月) ・福岡地区水道企業団が異常少雨対策本部を設置

８月 12 日(水) ・福岡地区水道企業団が異常少雨対策本部会議を開催

８月 13 日(木) ・福岡地区水道企業団が福岡県へ渇水調整を要請

８月 14 日(金) 
・福岡地区水道企業団が臨時幹事会を開催

⇒筑後川の水源状況、今後の渇水対応について情報共有

８月 20 日(木) 

・国等が筑後川水系渇水調整連絡会を開催（第１次渇水調整事項の公表）

⇒筑後川３企業団によるダムの効率的な運用など

・九州地方整備局が渇水対策本部を設置

８月 21 日(金) 
・福岡地区水道企業団が

海水淡水化施設の生産水量を日量２万ｍ３から３万ｍ３に増量

（３）今後の対応について

今後も国、県、構成団体や筑後川流域の関係利水者等と連携し、福岡都市圏の給水

に大きな影響を与えないように努めてまいります。 
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